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環境会計の対象と理論構築の方向性

　　　　一クロークの所説を中心に一

東 健 太 区良

1　問題の所在

　昨今，環境問題が社会的に深刻な問題になっている．このような状況の中，環

境会計か脚光を浴び，これに大きな社会的期待が寄せられている．そのうえ，し

ばしばこの導入により環境問題が解決されるような印象を持たれる嫌いさえある．

このような中，そもそも環境会計とは何かを明らかにしておくことは，必要な作

業であると思われる．

　さて，環境会計といらても様々な見解があり，その対象が明確になっていると

は言い難いのが実状である．そこで，本稿の第1の課題を，環境会計の対象とな

るものを考えることにおく．また，対象が定まっていないのであるから，その理

論構築の方向性も決まっていない．よって，本稿の第2の課題を，第1の課題か

ら得られた結論をもとにし，環境会計の理論構築の方向性を考えることにおく．

　ところで，ドイツ会計学においては伝統的に理論的一貫性を重視して会計学を

展開しようとする傾向があり，このことは環境会計の領域にも当てはまる．本稿

においては，　一貫した会計理論で著名なシュマーレンバッハ　（E．Schmalen－

bach）を祖とするケルン学派の流れをくむクローク（J．Kloock）を取り上げ，

その説を検討することにしたい．クロークは，1980年代後半から他の多くの論者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）に先駆けて環境会計に取り組んできたドイッ環境会計における重鎮である．

2　外部費用と企業環境政策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）現実の経済活動は，常に外部影響（exteme　Effekte）を引き起こす
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クロークは，経済学事典（W．Albert編磁nd双ノδ7♂θ7伽oh吻7W∫7渉s6肱∫渉s伽∬θη一

s漉顔∫，第2巻，Stuttgart，1980年）におけるシュリーパー（U．Schlieper）の

記述を引用しながら，外部影響を次のように定義する，すなわち，外部影響とは

「価格機構（Preismechanismus）を経由せずに，ある経済主体の活動が，他の

　　　　　　　　　　　　　　3）経済主体に対して及ぼす影響である」と，

　クロークは「この影響が環境に対してマイナスの作用を及ぼすとき，当該影響

　　　　　　　　　　　　　　　　　4）は外部費用（exteme　Kosten）と呼ばれる」とする，彼は，外部費用の具体例

　　　　　　　　　　　　　　　　　5）として，排気による環境汚染を挙げているが，この他にも排水ならびに固形廃

棄物の排出などによって発生する様々な環境汚染が，この外部費用に該当すると

考えられる．

　環境問題の深刻化が叫ばれるなかで，企業は，この外部費用を回避もしくは低

減することを社会的な見地から要請されていることはいうまでもない．そして，

外部費用の回避もしくは低減を目指した一連の企業活動を，クロークは企業環境

政策（untemehmerische　Umweltpolitik）6）と呼ぶ7）．彼は，この企業環境政

策を類型化することによって，環境会計の対象を明らかにする．

3　企業環境政策の類型化

　クロークは，企業環境政策の類型化に際して，次のようなマトリクスを提示し

て議論を展開する8）．環境会計の対象と理論構築の方向性を模索する本稿は，こ

のマトリクスを検討する．

　このマトリクスの標題は「企業環境政策の類型化」とされているので，類型化

の対象となっているのは「政策」であると考えるのが妥当である．しかしながら，

類型化した結果出てきた「目標範型」においては「行動」という言葉が使用され

ている．つまり，彼は最終的に行動を類型化している．ここに，標題とその内容

について齪齪があるようにみえる，これをどのように考えればよいのであろうか．

　これに関していえば，類型化の視点においても「政策」という言葉を使用して

いる．つまり，彼は「政策」という言葉を2通りの意味で使用している．つまり，

分類の指標としての意味と，分類の対象そのものの意味（すなわち，標題におい
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企業環境政策の類型化

企業目標政策の 「Gewinnzie1をもっ企業目 「Gewimzielをもっ企業目
選択肢
標体系」と「Sachzielの中 標体系」と　「Formalzielの

企業環境・
に（のみ）位置づけられた， 中に位置づけられた，外部費

政策の選択肢 外部費用に関する環境行動」 用に関する環境行動」

目標範型A：外部の規定に 目標範型B：企業の目標体系

従っただけの環境行動（例え においてパブリック・リレイ

ば，国の定める法規を遵守す ションズ目標として位置づけ

受動的環境政策
るといった，第三者から与え

れたSachzielとしての環

られた環境行動（例えば，外

性の，すなわち国の定める

境保護） 法規のみを志向する
Formalzie1としての環境保
護）

目標範型C：Gewinnzielが 目標範型D：Gewinnzie1と

侵害されない限りにおける， ともに追求され，外部費用最

外部費用減少に向けての，外 小化に向けて実際に追求され

能動的環境政策 部の（＝国の定める）法規を る，内因性の（自律的に設定

超える環境行動（例えば，自 された）目標としての環境行

律的に設定された内因性の 動（例えば，すべての環境負

Sachzielとしての環境保護） 荷の最小化）

て）の2っである．

　ところで，政策は具体的には行動によって実践され，企業の活動を分析すると

き，その対象となるのは行動（企業活動）である．このように考えると，クロー

クは政策に裏付けられた行動も，その行動を誘導する政策に注目して，（広義の

意味で）政策といっていると解釈できる．ここでは，行動は政策から導き出され

た結果であると考えられる。換言すれば，「行動」は「政策」から導き出される

より具体的な企業活動という意味で使用されていると考えることができよう，

　さて，このマトリクスは「企業環境政策の選択肢（Altemativen　der　betrieb－

1ichen　Umweltpolitik）」と「企業目標政策の選択肢（Altemativen　der　betrieb－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）lichen　Zielpolitik）」の2っの視点から成り立っている．「企業環境政策の選択
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肢」においては「受動的環境政策（passive　Umweltpolitik）」と「能動的環境

政策（aktive　Umweltpolitik）」の2っの選択肢が提示される．一方，「企業目

標政策の選択肢」においても，2種類の目標体系が示される．すなわち「『Ge－

wimziel（利益目標）をもつ企業目標体系』と　「Sachzie1の中に（のみ）位置

づけられた，外部費用に関する環境行動』（untemehmerische　Zielsysteme　mit

Gewinnzielen　und（nur）im　Sachziel　verankertes　Umweltverhalten　bezUg－

1ich　extemer　Kosten）」と「『Gewinnzielをもっ企業目標体系』と『Formalzie1

の中に位置づけられた，外部費用に関する環境行動』（untemehmerische　Ziel－

systeme　mit　Gewinnzielen　und　im　Formalziel　verankertes　Umweltverhal－

tenbezUglichextemerKosten）」である．

　ここでも，このマトリクスの標題が「企業環境政策の類型化」（上点一筆者）

であるにもかかわらず，「企業目標政策の選択肢」（上点一筆者）の視点が加えら

れていることに気づく．　しかし，ク・一ク自身は，この「企業目標政策の選択

肢」における類型化っまり　「目標」の意味を明示的に説明していない，そこで

「企業目標政策の選択肢」の視点は，どのような観点から企業環境政策すなわち

行動を類型化しているのか，という疑問が生じる，さらに，このマトリクスにお

いて，企業環境政策の類型化から導き出される「目標範型」が「A，B，Cおよ

びD」と並列されている．一見すると，この分析は平面的，すなわち目「標範型

A，B，CおよびD」が同列に扱われているようにも見える．しかし，果たして

そうなのであろうか．マトリクスの分析において，この点にも注目して分析せね

ばならない．

　ところで，この疑問にっいて考えるためには「企業目標政策の選択肢」の視点

について，とりわけ，わが国においては馴染みの薄いSachzie1（敢えて訳せば，

物にかかわる目標）とFormalziel（敢えて訳せば，形式にかかわる明示的数値

目標）の概念に注目して検討する必要がある．

　以上の問題意識をもってマトリクスを分析していくが，まず分かりやすい「企

業環境政策の選択肢」を説明しよう．クロークによれば，受動的環境政策とは

「第三者，特に政府によって定められた環境規制に対処するゆ」環境政策を意味
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環境会計の対象と理論構築の方向性 （165）

する．一方で，能動的環境政策とは「法的な環境規制を超えた環境保護措置を実

行する11）」環境政策を意味する．彼は，前者の環境政策を外因的（exogen），後

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）者のそれを内因的（endogen）であると表現している　．ここでは，環境規制へ

の態度の観点すなわち，他律的に行うか自律的に行うという視点から企業環境政

策が明確に類型化されており，特に議論の余地はないと考える．

　次に問題の「企業目標政策の選択肢」を説明する．マトリクスにおいては，既

述のように，次の2つの企業目標体系が選択肢として提示されている．すなわち

「『Gewinnzie1をもっ企業目標体系』と『Sachzie1の中に（のみ）位置づけられ

た，外部費用∫こ関する環境行動』」と「『Gewimzielをもっ企業目標体系』と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　且3）『Fomalzielの中に位置づけられた，外部費用に関する環境行動』」である

　提示された2つの選択肢の共通の指標として，Gewinnzielが示されている。

そこで，当面分析すべきは「Sachzielの中に（のみ）位置づけられた環境行動」

と「Formalzie1の中に位置づけられた環境行動」の意味およびその違いである．

そこで，環境行動の位置づけを表すSachzielとFormalzie1という2っの対置さ

れた概念の意味が問題となる．

4　SachzielとFomalzielの意味

　SachzielとFormalzie1の概念は，ドイッ経営経済学においては多くの論者が

使用する一般的な概念であり，クローク自身は，彼の議論において両概念の定義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒ
を直接的に明らかにしてはいない．しかしながら，SachzielとFormalzielは

　　　　　　　　　　　　　　14）「両者の間の境界線が明瞭ではない　」とされ，それらの概念の定義を直接的に

明らかにした論者は少ない．そこでまず，両概念の定義を明示した数少ない論者

の一人であるベアテル（」．Berthel）による定義をみてみよう．

　　　　　　　　亘5）　ベァテルによれば　，Sachzie1は，販売市場に供給される企業の給付（Lei－

stung）に関連する．それは市場目標（Marktzie1）あるいは製品目標（Produkt－

zie1）とも称され，経済活動の実態（ないし中身）（Was　des　Wirtschaften）に

関連する目標である，一方，Formalzielは，経済活動の明示的数値による評価

（Wie　des　Wirtschaften）　に関連し，　市場経済体制における最重要のFor一
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malzie1は，利益（経営経済学的尺度：収益が費用を超過する部分としての利

益）と流動性（支払能力）であるとされる．

　このベアテルの定義に基づけば「Sachzielの中に（のみ）位置づけられた環

境行動」とは，経済活動の実態ないし中身に関連する目標として位置づけられた

環境行動である．この環境行動においては，外部費用を経済活動そのもの（実

態）においてどのように回避もしくは低減するかが問題にされる。一方で「For－

malzielの中に位置づけられた環境行動」とは，経済活動の明示的数値による評

価に関連する目標として位置づけられた環境行動である．この環境行動において

は，経済活動による外部費用（額）がどれだけ回避もしくは低減されるかが明示

的数値で評価されることが問題になると考えられる16）．

　さらに，ドイッ経営経済学では，企業の意思決定においてFormalzielはSach・

zielの上位にある目標とみなされる傾向があることにも注意する必要がある．ド

イッ経営経済学におけるこの傾向を指摘した論者に，シュナイダー（D．J．G．

　　　　　　　　17）Schneider）がいる　．そこで，SachzielとFormalzie1の優劣関係に関する彼

の見解をみてみよう．

　シュナイダーは，SachzielとFormalzie1の優劣関係にっいて2種類の見解が

　　　　18）あるとする　．1つは，両者は水平的な関係にあり，両目標によって企業の意思

決定が遂行されるという見解であり，いま1つは，両者は垂直的な関係にあり，

企業の意思決定は，Fomalzielを第一として遂行されるという見解である，

　シュナイダーは，Sachzielの重要性を強調する見解の例として，ハウシルド

（J．Hauschildt）とシュミット（R．B．Schmidt）を挙げている19）．しかし，結

局次のように述べて，企業の意思決定におけるFomalzielの優位性を明らかに

する．「規範的経営経済学（例えばニックリッシュ（H．Nicklisch））の展開の中

で，また，経営経済的議論に対する国民経済的思想（例えばオイケン（W．

Eucken））の影響によって，全体経済的なSachzielが重視されるようになった

が，それにもかかわらず，企業の意思決定は個別経済主体のFormalzielによっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2Q〉てのみ遂行されるという見解が支配的である．」
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　要するに，ドイッ経営経済学では，意思決定においてFormalzielがSachziel

に優先すると考えられている傾向があり，クロークにおいてもこのニュアンスで

　　　　　　　　　　　　　　　21）両概念が使用されていると考えられる

　ところで，クロークのマトリクスにおける2つの企業目標体系においては

「Sachzie1もしくはFormalzielの中に位置づけられた環境行動」に加えて，

Gewinnzie1が提示されている．このGewinnzielについて，クロークは「すべ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）ての目標範型は，Formalzielとして，Gewinnzie1を有する　」と述べている．

すなわち，クロークがGewinnzielというとき，それはFormalzielとしての

Gewinnzie1なのである．

　そうであれば「Sachzie1の中に（のみ）位置づけられた環境行動」は，意思

決定においてGewinnzielに対して従属する意味しかもたないことになる．一方

で，「Formalzie1の中に位置づけられた環境行動」は，意思決定においてFor－

malzielとしてGewimzie1と同等の優先順位をもっ可能性があることになる．

　ここまでSachzie1とFomalzielの意味を検討してきた理由は「企業目標政策

の選択肢」において，いかなる観点から企業環境政策すなわち行動が類型化され

ているのか，また，この類型化は平面的なものなのか，という疑問にっいて考え

るためであった．

　これまでの議論から，クロークは「企業目標政策の選択肢」において，

Sachzie1とFormalzielの概念を援用することによって，2っの観点から同時に

企業環境政策（行動）を類型化していると考えることができる．すなわち，環境

行動が経済活動の実態を問題にしているか，もしくは明示的数値による評価を問

題にしているかという観点と，Gewinnzielと比較したときの環境行動の優先順

位という2っの観点である。

　経済活動の明示的数値による評価は，経済活動の実態を踏まえたうえでの問題

である，このように考えると「Fomalzie1の中に位置づけられた環境行動」は

「Sachzielの中に（のみ）位置づけられた環境行動」を満たした，上位の環境行

動であると考えられる．そして，「Sachzielの中に（のみ）位置づけられた環境
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行動」が「Formalzie1の中に位置づけられた環境行動」に高められると，この

環境行動はGewimzielと同等の優先順位を有することになると考えられる．こ

の意味で「企業目標政策の選択肢」における類型化は，上位下位という立体的23）

なものであると考えることができる．

　さて，SachzielとFormalzielの意味は，クロークのマトリクスの中の「目標

範型A，B，CおよびD」において具体的に現れると考えられる．そこで以下で

は，これまでの議論と照らし合わせながら，クロークに倣って受動的環境政策と

能動的環境政策を個別に検討し24），各「目標範型」において具体的に現れている

SachzielとFormalzielの意味を分析する，

5　受動的環境政策におけるSachzie1とFormalzielの意味

　ここでは，受動的環境政策におけるSachzielとFormalzielの意味を説明する．

受動的環境政策に該当するのは，マトリクスにおける「目標範型A」と　「目標

範型B」である．

　まず「目標範型A」においては「Sachzielの中に（のみ）位置づけられた環

境行動」が前提となる．そこで，この環境行動においては，外部費用を経済活動

の実態においてどのように回避もしくは低減するかが問題になる．また，この環

境行動は，意思決定においてGewinnzielに従属する関係にあるので』Gewinn．

zie1を侵害しない限りにおいて実行されることになる．

　次に「目標範型B」においては（Sachzielを満たした）「Fomalzielの中に位

置づけられた環境行動」が前提となる．そこで，この環境行動においては，回避

もしくは低減されるべき外部費用が明示的な数値目標として示されることになる．

また，この環境行動は意思決定においてGewinnzielと同等の順位を有すること

　　25）となる

6　能動的環境政策におけるSachzielとFormalzielの意味

次に，能動的環境政策におけるSachzie1とFormalzie1の意味を分析する．能
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動的環境政策には，「目標範型C」と「目標範型D」が該当する．

　「目標範型C」においては「Sachzielの中に位置づけられた環境行動」が前提

となる．そこで，この環境行動においては，外部費用を経済活動の実態において

どのように回避もしくは低減するかが問題となる．また，その環境行動は意思決

定においてGewimzie1に従属する意味しかもたない．

　目標範型Dにおいては（Sachzielを満たした）「Formalzielの中に位置づけ

られた環境行動」が前提となる．そこで，この環境行動においては，回避もしく

は低減されるべき外部費用が明示的な数値目標として示されることになる．また，

この環境行動は，意思決定においてGewinnzie1と同等の優先順位をもっ．ここ

では，数値として表された環境行動が，数値として表されたGewinnzielと同等

の位置をもっ．

7　結び

　さて，以上のクロークのマトリクスの分析を踏まえて，本稿における第1の課

題である，環境会計の対象となるものにっいて考える．まず受動的環境政策の次

元である，これについて，クロークは「環境問題を志向した特別な原価計算（環

境会計）・は必要とされない（括弧内は筆者）26）」といっている．つまり，企業が

法規制等外部要因によって受け入れている環境行動は，環境会計の対象とはなら

ない．環境会計と銘打っ以上，企業活動の環境問題への自律的な行動が求められ

るということである、

　それでは，環境会計の対象となる能動的環境政策の側面をどのように考えたら

よいのであろうか．これについて思い出されるのは，シュマーレンバッハの会計

観である．彼の本来の利益概念は共同経済的利益（gemeinwirtschaftlicher　Ge－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）winn）であり，この利益を計算することが会計の目的である　．「このような損

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28）益計算は財の流れのみを見て行われるべきものである　．」しかし，彼は，確実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）な計算を可能にするために，貨幣の流れを財の流れの代用として測定する

　クロークはこれを「Formalzielの中に位置づけられた環境行動」として表現

していると思われる．っまり「会計」である以上，測定できる明示的な数値が対
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象になるのである．その結果，能動的環境政策の中の，外部費用の回避もしくは

低減が明示的数値による評価となって問題となる「目標範型D」が環境会計の対

象となると考えられるのである，

　これについて，クロークは自らが構築する3種類の計算方法の中で，もっとも

発達した計算方法として位置づけられるのは「目標範型D」を対象にした「環境

保護志向の効用・原価計算（umweltschutzorientierteNutzen－Kosten－

rechnung）」であるといっている30）。この計算方法においては，ミュラー＝ヴェ

ンク（R．MUller－Wenk）を中心とするザンクト・ガレン学派によって提唱され

ているエコバランス（Okobilanz）理論の等価係数を援用することによって，外

部費用の回避もしくは低減が明示的数値で評価され，環境保護はGewinnzielと

ともに追求されるFormalzie1として位置づけられることになる31）。

　このように考えてくると，第2の課題である環境会計の理論構築の方向性は明

らかになるであろう．これにっいて，次の3点を理論構築の方向性として示すこ

とができる。1つは，能動的環境政策，すなわち企業が法規制によって定められ

ている範囲を超えて環境行動を実施する環境政策を対象とすること．2っは，企

業目標体系におけるGewimzielが前提となっていること．3っは，企業目標体

系において（Sachzielを満たした上での）Formalzie1として位置づけられた環

境行動が前提となっていること。これらの3点を満たす計算方法の構築が，今後

の環境会計に与えられた大きな課題となる。とりわけ，同順位にあるGewinn－

　　　　　　　　　　　　　　　32）zielとの関係が問題になるかもしれない　．

　以上に示した方向性について私見を述べれば，第1点にっいては環境保護の視

点からいって，環境会計に期待されるものは大であるといえる．しかし，これに

っいては第2点との関係が問題となろう。っまりGewinnzielとのいわば綱引き

である．より具体的には，例えばGewinnzielの代表的指標である総資本利益率

とFormalzie1として提示される環境保護のための指標との関係づけ，さらに優

先順位のっけ方である．

　そして，最後に第3点にかかわり，環境会計が対象とするのはあくまで明示的
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数値による評価であり，必ずしも実質を反映しているかどうかは別問題となる可

能性があることである．これにっいては，シュマーレンバッハが私経済的利益を

対象とすることにより，共同経済的利益に接近しようとしたような会計上の工夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33）が，環境会計にも求められることになるかもしれない

1）　クロークの所説は，環境会計の対象を明らかにして理論構築の方向性を示す部分

　と環境会計の計算方法を構築する部分とに大別することができる．本稿においては，

　彼の議論のうち，前者を取り扱う，なお，彼の所説の全容は，下記の文献において

　詳しく論じられている．

　　宮崎修行『統合的環境会計論』創成社，2001年，275－396頁．

2）　」．Kloock，0克oJog飽oガθη漉πεKosごεπ7召c勘㎎㍑ηgαJs　U解ωθ」漉osオθπ7θcんη麗ηg，Z）∫s一

　セz4ss∫oπ～）9髭749εz％ητ、配2ch7z㍑7zgs側θsθπ　1／V∫πscん¢πs一μ7z4Soz’α‘既ノガssθηsch‘zL彦‘ゴch召

　E眈麗礎‘，Universitat　zu　K61n，1990年，2頁．

3）」．Kloock，前掲論文，2頁，

4）J．Kloock，前掲論文，2頁，

5）　」．Kloock，前掲論文，2頁．

6）untemehmerische　Umweltpol1tikは，直訳すれば「企業者の環境政策」であろ

　う．しかし，クロークにあっては，betriebliche　Umweltpolitikという表現も使用

　されており，untemehmenschとbetrieblichの用語は厳密に区別して使用されて

　いるわけではないと考えられる．注9において述べる理由から，本稿においては

　betrieblichを「企業」と訳す．そこで，用語法を一貫させるために，untemehme－

　rischも「企業」と訳すことにする．

7）　J．Kbock，前掲論文，5頁．

8）J．Kloock，前掲論文，3頁．

9）　クロークにおいては，企業目標（Untemehmungsziel）ではなく，経営目標（be－

　triebliches　Ziel）という表現が使用されている．しかし，企業（Untemehmung）

　と経営（Betrieb）という2っの用語を厳密に区別して使用しているわけではない

　と考えられ，事実，企業の目標（Ziel　der　Untemehmung）という表現も使用して

　いる．そこで，本稿においては，企業目標論の権威であるハイネン（E．Heinen）

　の用語法に倣い，企業目標（Untemehmungsziel）という用語で統一する，これ

　に伴い，betriebliche　Umweltpohtikも企業環境政策と訳すことにする．

10）　J．Kloock，前掲論文，4頁．

11）」．Kloock，前掲論文，5頁．

12）」．Kloock，前掲論文，3－6頁．
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13）　「業目標政策の選択肢」は，フレーゼとの共同論文（E．Frese　und　J．Kloock，E．，1η一

　‘θ7nθsノ～θc九肱ηgsω召sθη祝η40㎎α漉sαπoη側s吻7Sゴoh∫4εs　U解ωθ’∫soh掘之2s，β夢

　戯功sω碗s碗砺‘」∫c加Fo7s漉観g観4痔砿臨Januar／Februar，1989年，7頁）に

　おいては，次のように示されている，すなわち，「企業目標政策において示される

　Formalziel」の選択肢として「Gewinnzie1」と「Gewinnzie1および環境保護目標

　（Umweltschutzziel）」の2通りが提示されている．ここでGewimzie1と対置させ

　られている環境保護目標とは，環境保護（すなわち外部費用の回避もしくは低減）

　を追求する目標である．要するに，クロークは，Gewimzielと環境保護目標を対

　置させ，「目標範型AおよびC」においては，Gewinnzielのみが，「目標範型Bお

　よびD」においてはGewmnzie1と環境保護目標の両者がFormalzielとして位置

　づけられていると考えている．なお，本稿においては，クロークの単独論文におけ

　る表現に倣い，Gewinnzie1に対置させられる概念を「環境保護目標」ではなく，

　「Sachziel（もしくはFomalzie1）の中に位置づけられた，外部費用に関する環境

　行動」と表現する．

14）　J．Bidlingmaier　und　D．」．G．Schneider，Zぎθ彪Zゴdθsys’㎝2槻4Zゴθ」餉oπ一

　刀謝θ，E．Grochla　und　W．Wittmann編，∬αη4ωδπθ7舳帥42■8ε≠万ε加ω∫πsc加∫ち

　4te，v611ig　neu　gest．Aun．，1976年，4737頁．

15）」，Berthe1，Z観名H．Corsten編，L顔肋π磁7Bθ漉功sω∫7∫sc肱≠観θ加召，第4版，

　MUnchen，2000年，1072頁．

16）　ここでの明示的数値による評価とは，貨幣もしくは等価係数（Aquivalenzko－

　effizient）による評価を意味する．等価係数とは，マテリアル・フローをエコロ

　ジーの観点から見た希少性に基づいて加重し，相互の加算・比較を可能にするツー

　ルである．等価係数の詳細にっいては，以下の文献を参照されたい．

　　A，Braunschweig　und　R．MUller－Wenk，（）たoδ吻π紹η裁7U漉㎜2んη3襯g礁

　E伽2WggJc∫如ηg裁7d観P㎎κねBem，1993年．（宮崎修行訳『企業のエコバラン

　ス　　環境会計の理論と実践』白桃書房，1996年）

17）　シュナイダーの見解は，彼の著書である『企業目標と企業協同』において，詳し

　く論じられている　（D，」，G．Schnei（1er，U解θ解肋辮観gsβ副¢μπ4　U剛㎜θん

　規襯g曲ooρ邸α∫∫oπ，K．C．Behrens，J．Bidlingmaier編，8窃πの㈱d　Mα1嵐Wies・

　baden，1973年）．また，これとほぼ同様の内容が，ドイッ経営経済学において権威

　ある事典とされる経営経済事典に，シュナイダーとビトリングマイヤーの共著とし

　て掲載されている　（J．Bidhngmaler　und　D．」，G．Schneider，前掲論文，4731－

　4740頁）．記述の分量や表現は若干異なるものの，その主張の内容がほぼ同様であ

　ることを勘案すると，経営経済事典における見解の大部分は，シュナイダーによる

　ものだと考えることができる．本稿では，2つの文献を必要に応じて参照しながら，
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　　　シュナイダーの見解を検討する，

　　18）　シュナイダーは，SachzielではなくMatenalzie1という用語をFormalzielに対

　　　置させており，Materialzielを次のように定義している．すなわち，Materialziel

　　　は，当該企業がいずれの業種において活動するのか，もしくはどのような品種や品

　　　質を備える製品もしくは用役を，どのような需要に対して，どのような条件の下で

～　　市場に対して提供するかという問題に関連する目標である（D．J．G、Schneider，前

　　　掲書，27頁）．この定義は，前出のベアテルにおけるSachzielの定義とほぼ同様の

　　　内容である．したがって，Materialzie1とSachzie1は，Formalzielに対置させら

　　　れる表現の異なった同一の概念であると考えられ，以下ではSachzielで統一する．

　　19）J。Bidlingmaler　und　D，J．G．Schneider，前掲論文，4736頁．

　　20）」，Bidlingmaier　und　D．J．G．Schneider，前掲論文，4736頁．

　21）　この点については，とりわけ前掲のマトリクスにおける目標範型CとDの記述

　　　を対比したときに顕著である．環境行動がSachzielの中に位置づけられている目

　　　標範型Cでは，環境保護はGewinnzie1を侵害しない限りにおいて追求されるのに

　　　対し，環境行動がFormalzielの中に位置づけられている目標範型Dにおいては，

　　　環境保護はGewinnzie1とともに追求される，とされている．つまり，環境行動が

　　　Sachzielの中に位置づけられているときには，Formalzie1であるGewmnzielに従

　　　属する意味しかもたず，これがFormalzielの中に位置づけられたときに初めて，

　　　Gewinnzielとともに追求されることになるのである．そこで，クロークは，意思

　　　決定においてFormalzie1がSachzie1に優先する目標であることを念頭においてい

　　　ると考えることができる。

　22）　J．Kloock，前掲論文，2頁．

　23）　「目標範型BおよびD」においては，環境行動はFormalzielの中に位置づけられ，

　　　このFormalzie1は経済活動の実態（Sachzie1）を踏まえている．また，「目標範型

　　　BおよびD」においては，環境行動はFormalzielに高められるために，Gewinn－

　　　zie1と同等の優先順位を有する．したかって，「目標範型BおよびD」は，「目標範

　　　型AおよびC」の上位にあり，この意味でクロークのマトリクスは立体的なもので

　　　あると考えられる．

　24）」．Kloock，前掲論文，4－6頁．

　25）　ところで，目標範型Bにおける環境行動は，実際には環境規制に対処する範囲で

　　　のみ受動的に実施される．そこで，クロークがフレーゼ（E．Frese）との共同論文

　　　において述べるように，この環境行動が自主的（eigenstandig）なFormalzie1と

　　　して外部公表（publizieren）される場合には，企業の環境保護活動（Umweltschutz－

　　　aktivitaten）には影響を与えない有名無実の（vorgetauschtes）Formalzielとし

　　　て位置づけられた環境行動とみなされることになる，
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　　E．Frese　und　J．Kloock，前掲論文，6頁。

26）　J．Kloock，前掲論文，4頁．

27）E．Schmalenbach，DynamischeBilanz，第4版，1926年，93－113頁．

28）新田忠誓『動的貸借対照表論の原理と展開』白桃書房，1995年，74頁．

29）新田忠誓，前掲書，72－77頁．

30）J．Kloock，前掲論文，9－34頁。

31）」．Kloock，前掲論文，28－34頁．

32）環境保護とGewinnzie1の関係にっいて，クロークはフレーゼとの共同論文（E

　Frese　und　J．Kloock，前掲論文，5頁）において，長期的な視点にたてば，環境保

　護を無視して利益を獲得する機会に到達することは不可能であると述べ，両者は必

　ずしも衝突関係にはないと指摘している．しかし，短期的な視点にたてば，環境保

　護とGewinnzie1が衝突する場合も想定できる．この場合の解決方法として，ク

　ロークとフレーゼは次のように述へる（E．Frese　und　J．Kloock，前掲論文，17頁）．

　まず，企業は存続のためにどれだけの最低利益（Mindestgewinn）を確保せねば

　ならないかを決定し，この最低利益が満足目標（Satlsfizlerungsziel）として設定

　される．なお，満足目標とは，最大化もしくは最小化を志向する目標と対置させら

　れる，ある望ましい状態を志向する目標である．そこで，クロークとフレーゼの解

　決方法に従えば，利益と環境保護の両者を志向する企業政策において，次のような

　目標計画（Zielplan）が生じる．すなわち，「利益に関する満足目標という副次条

　件（Nebenbedingung）の下での，企業の環境保護政策および生産活動に依存する

　環境負荷総量の最小化（E．Frese　und　J．Kloock，前掲論文，17頁）」である．

　　なお，環境保護とGewinnzielの衝突は，環境会計の理論構築におけるもっとも

　重要な問題であると考え，これにっいては別稿を期したい．

33）　例えば，シュマーレンバッハは，棚卸資産に食い込み部分については調達時価で

　評価することを要求し，また，設備資産の時価償却にっいても言及している．新田

　教授によれば，これらの処理は，収支計算の枠からはみ出るものであるが，共同経

　済的経済利益に接近するための会計上の工夫であると考えることができる　（新田忠

　誓，前掲書，77－100頁）．

　　　　　　　　　　　　［1灘1灘善工，一の審査をへて掲載決定］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学大学院博士課程）
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